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新しい時代を切り拓く実践経営情報紙 

近年、右肩上がりで増加する「営業秘密」漏洩事件テレワーク時代に、 
企業に求められる対策とは？ 
 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が行った「営業秘密実態調査2020」によれば、不正アクセス対策

を「何もしていない」と答えた企業は全体のわずか6.1％。2016年調査の34％から大幅に減少しており、

多くの企業がこの数年で情報セキュリティ対策への意識を高めていることが分かる。 

こうした中、経済産業省では定期的に「営業秘密官民フォーラム」を開催し、営業秘密の漏洩に関する

最新手口やその対策に関する情報交換を行っているが、6月2日の会合で同省の知的財産政策室は「情報

流出の契機として、不正アクセスより持ち出しが課題」と問題提起している。実際、前出の調査で不正

持ち出し対策を「何もしていない」と答えた企業は全体の25.4％と、不正アクセス対策よりも圧倒的に

低い。さらに、営業秘密侵害罪の検挙件数はこのところ右肩上がりで、平成25年には5件だった検挙件数

が、令和2年には22件まで増加した。漏洩ルートの3～4割は退職者だが、近年は海外経由の流出事件も増

加しており、これが検挙数アップにつながったとみられる。 

2019年には、電子部品製造大手「NISSHA」の元従業員が、同社のタッチセンサー技術に関する情報をハ

ードディスクに不正に複製し、不正競争防止法違反（営業秘密領得・海外重罰適用）の疑いで逮捕され

た。この従業員は同社を退職後、中国にある競合会社に勤務していたという。このほかにも、外国企業

からSNSを通じてメッセージを受け取り、これがきっかけとなって営業秘密が持ち出された事件も起こ

っている。 

テレワークが普及したことで漏洩ルートの多様化が心配されるが、企業側ではどんな対策ができるだろ

うか。秘密保持契約や競業避止義務契約を締結するのは当然として、退職の申出があったら速やかに社

内情報へのアクセス権を制限したり、退職申出前後のメールやＰＣのログを精査することが必要だろ

う。そして何より「従業員のロイヤルティ」を高めておくこと。これこそが一番の対策であることを意

識しておく必要がある。 

 

在宅勤務に係る費用負担の取扱い 
環境整備・消耗品等の購入費用 

 

新型コロナ感染拡大のなか、テレワークなどで従業員を在宅勤務させる企業が増えているが、それに伴

い従業員に支給する事務用品をはじめとした企業が負担する各種費用の税務上の取扱いに関心が寄せ

られている。こうしたなか、国税庁はこのほど、「在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所

得税関係）」を更新し、在宅勤務に係る環境整備に関する物品の支給及び在宅勤務に係る消耗品等の購

入費用の支給の取扱いを追加した。 

在宅勤務に係る環境整備に関する物品の支給については、在宅勤務を開始するに当たって、従業員の自

宅に設置する間仕切り、カーテン、椅子、机、空気清浄機など、企業が従業員に環境整備に関する物品

等を支給した場合は、従業員の給与として課税する必要はあるかとの質問に対し、「従業員の在宅勤務

の環境整備のために企業が所有する物品等を従業員に貸与する場合には、従業員に対する給与として課

税する必要はない」と回答。 

また、在宅勤務に係る消耗品等の購入費用の支給については、在宅勤務の際に、従業員が負担したマス

ク、石鹸、消毒液、消毒用ペーパー、手袋などの消耗品等の購入費用を会社が支給した場合の取扱いに

対しては、在宅勤務手当としてではなく、企業が在宅勤務に通常必要な費用を「その費用を精算する方

法により、企業が従業員に対して支給する一定の金銭については、従業員に対する給与として課税する

必要はない」と回答している。 


